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大手地方銀行のサステナビリティ基本方針 
－サステナビリティ経営で求められる「ナラティブアプローチ」－ 

 
 

 サステナビリティ基本方針は、「サステナビリティ経営を実行する上での指針」であり、

「企業が目指すサステナビリティ経営の方向を示す道しるべの核」になるものと位置

付けられる。 

 大手地方銀行のサステナビリティ基本方針を概観すると、「短く端的に言い切るパター

ン」と「自由に記述するパターン」に大きく分類できる。 

 サステナビリティ基本方針を踏まえて設定されるマテリアリティ（取り組むべき重要

課題）については、企業理念や経営戦略に紐づいて語る「ナラティブアプローチ」が求

められているといえよう。 
 

１．サステナビリティ経営の基礎となるサステナビリティ基本方針 

 ベイカレント・コンサルティング ＳＸワーキンググループ（2022）は、サステナビリテ

ィ基本方針について、「サステナビリティ経営を実行する上での指針」であり、「企業が

目指すサステナビリティ経営の方向を示す道しるべの核」になるものと位置付けている。

また、企業理念との関係について、企業理念は「企業が目指すべき姿を言語化したもの」

とする一方、サステナビリティ基本方針は「“サステナビリティの文脈において”企業が

目指すべき姿を言語化したもの」とし、それぞれ同じ方向を指し示すものとして、極論を

すれば同一であってもよいとしている1。 

 産業企業情報 No.2022-232（2023 年３月 14 日発行）で第一勧業信用組合の事例を紹介し

たとおり、サステナビリティ経営を通じて社会の持続可能性に資する長期的な価値提供を

行うことは、金融機関にも求められている。 

 そこで本稿では、主要な大手地方銀行が公表するサステナビリティ基本方針を概観する

こととしたい。 

２．大手地方銀行におけるサステナビリティ基本方針の概観 

 主要な大手地方銀行（もしくはグループ）のサステナビリティ基本方針（あるいは宣言）

は、図表１のとおりである。 

 

                         
1 とはいえ、企業理念は過去に既に設定されており、簡単に変えるべきものではないため、既存の企業理念を踏ま
えて、サステナビリティの観点から、企業の目指すべき方向を定義・言語化し、これをサステナビリティ基本方針とし
て SX の基礎とする手法が一般的のようである。 
2 信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページ（https://www.scbri.jp/reports/industry/20230314-
vuca1.html）を参照 
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（図表１）主要な大手地方銀行のサステナビリティ基本方針 

めぶきフィナンシャ

ルグループ（常陽銀

行、足利ＨＤ） 

 

ちばぎんグループ

（千葉銀行） 

 ちばぎんグループは、持続可能な地域社会実現に向け、金融仲介機能の発揮等の

本業に加え、誠実かつ公正な企業活動、気候変動等の環境問題など地域社会を取り

巻くさまざまな課題解決に向けた活動等に取り組み、経済価値と社会価値の両立

を目指す持続的経営を行ってまいります。 

 これらの活動について、グループ役職員一人ひとりが当事者という意識を持っ

て、積極的に取り組むとともに、情報開示をつうじ、ステークホルダーの皆さまと

のより良い信頼関係を育み、「新たな地域社会の未来」を共に創ってまいります。 

コンコルディア・フ

ィナンシャルグルー

プ（横浜銀行、東日

本銀行） 

 当社は、経営理念に基づき、持続的な企業価値の向上を実現し、本業を通じて社

会的課題を解決するとともに、地域の一員として地域貢献活動に取り組むことに

より、社会の持続的な発展に貢献します。 

 本方針のもと、当社グループはその取り組みについてステークホルダーと対話

し、積極的な情報開示をおこないます。 

八十二銀行 

 経営理念「健全経営を堅持し、もって地域社会の発展に寄与する」のもと、持続

可能な地域社会の実現および持続的な企業価値の向上に努める。 

１．お客さま・地域社会の課題解決 

 事業活動を通じて、産業振興・事業承継・気候変動対策・脱炭素社会への移行

などの法人・個人事業主のお客さまや地域社会の課題解決、およびライフプラン

の実現などの個人のお客さまの課題解決に全力で取り組む。 

２．環境保全等に資するビジネスモデルの確立 

 当行の営業基盤である地域社会の繁栄を支える自然からの恵みを持続的に享

受できるよう、環境経営で培った力で、環境および生物多様性保全、循環型社会

に資するビジネスモデルを確立していく。 

３．人材育成および多様性を尊重した組織風土の醸成 

 お客さま・地域社会の課題解決に当事者意識を持ち伴走できる人材を育成する

とともに、多様な人材が彩り豊かな発想を生かし、能力を最大限発揮できる環境

整備と組織風土の醸成を進めていく。 

４．ステークホルダーとの信頼関係構築 

 コーポレートガバナンスの確保、リスク管理の高度化、コンプライアンスの徹

底などを通じた信頼性向上に努めるとともに、積極的な情報開示と対話および事

業活動・社会貢献活動を通じて、様々なステークホルダーの皆さまとの信頼関係

を構築していく。 

ふくおかフィナンシ

ャルグループ（福岡

銀行、熊本銀行、十

八親和銀行） 

 ふくおかフィナンシャルグループは、グループ経営理念に基づく事業活動への

取り組みを通じて、「地域経済発展への貢献」と「FFG 企業価値の向上」の好循環

サイクルを創出し、持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。 
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西日本フィナンシャ

ルホールディングス

（西日本銀行、長崎

銀行） 
 

九州フィナンシャル

グループ（肥後銀

行、鹿児島銀行） 

私たち九州フィナンシャルグループは、国連が定めた持続可能な開発目標である

SDGs の趣旨に賛同し、全役職員が主体的に取り組むことを宣言します。 

1. 持続可能な社会づくりへの取り組み 

私たちは、環境にやさしい経営の実践を通じ、お客様や地域の皆様お一人おひとり

が、将来にわたって幸せや満足を実感できる社会づくりに取り組みます。 

2. 地域経済発展への取り組み 

私たちは、地域総合金融グループの力を最大限に発揮し、お客様・ 地域の課題解

決を支援することで、持続的な地域経済の発展に貢献します。 

3. 普及・拡大への取り組み 

私たちは、お客様や地域の皆様との対話を深め、地域全体が持続可能な社会となる

ように活動の輪を広げます。 

（備考）各行ホームページをもとに信金中央金庫 地域・中小企業研究所 

 ベイカレント・コンサルティング ＳＸワーキンググループ（2022）は、サステナビリテ

ィ基本方針の表現方法を４パターンに分類している。具体的には、「短く端的に言い切る

パターン」、「ステークホルダー別に方針を示すパターン」、「ＥＳＧのそれぞれについ

て方針を示すパターン」、「自由に記述するパターン3」の４つである。この分類に従えば、

図表１で示した大手地方銀行のサステナビリティ基本方針は、「短く端的に言い切るパタ

ーン」（めぶきフィナンシャルグループ、ちばぎんグループ、コンコルディア・フィナン

シャルグループ、西日本フィナンシャルホールディングス）と「自由に記述するパターン」

（八十二銀行、ふくおかフィナンシャルグループ、九州フィナンシャルグループ）の２つ

に大きく分類できるだろう。なお、八十二銀行は、「お客さま」、「地域社会」、「人材

（＝従業員）」等、それぞれのステークホルダーを意識した記述であることから、「ステ

                         
3 最初にサステナビリティ基本方針の考え方や目的を明言した上で、取り組むべき基本原則を列挙するもの 
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ークホルダー別に方針を示すパターン」に近いといえるかもしれない。 

３．サステナビリティ経営で求められる「ナラティブアプローチ」 

 サステナビリティ基本方針を定めた後は、マテリアリティ（取り組むべき重要課題）を

検討していくことになる。 

 例えば、しずおかフィナンシャル

グループ（静岡銀行）は、サステナ

ビリティ基本方針はホームページ

上で明示していないものの、マテリ

アリティ（取り組むべき重要課題）

を特定して経営戦略（中期経営計

画）に反映させている（図表２）。

人的資本開示をテーマとして取り

上げた産業企業情報 No.2023-10 4

（2023 年８月 22 日発行）では、「人

的資本開示で求められる「ナラティ

ブ（物語）」では、パーパスと人的

資本経営とが一貫性を持って展開

できているかどうかを語ることが

大切」と総括した。サステナビリテ

ィ経営の実践においても、人的資本

経営への取組みと同様に、サステナ

ビリティ基本方針を踏まえたマテリアリティを企業理念や経営戦略に紐づいて語る「ナラ

ティブアプローチ」が求められているといえよう。 
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（図表２）しずおかフィナンシャルグループのマテリアリティ 

 
（出所）しずおかフィナンシャルグループホームページ 
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